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事 業 名 称 「あきや・まちづくり・せいしん」プロジェクト 

事 業 主 体 名 正親住民福祉協議会 

連 携 先 
京都市都市計画局まち再生・創造推進室、京都市上京区役所、 
上京社会福祉協議会、せいしん幼児園、留学生スタディ京都ネットワーク、 
京都市空き家相談員、株式会社サンワコン、仙石建設株式会社 等 

対 象 地 域 上京区正親学区 

事 業 の 特 徴 
・正親住民福祉協議会と連携した NPO 法人の設立 

・学区住民や空き家所有者等に寄り添い、各具体的な取組を実践。 

成 果 

・NPO 法人あきや・まちづくり・せいしんの設立 

・人材育成講座、空き家・相続・登記相談会の開催 

・空き家所有者等アンケート実施、利活用プランの検討   等 

成果の公表先 
上京区ホームページ（予定） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kamigyo/soshiki/12-4-2-0-0.html 

 

１．事業の背景と目的 

【背景】 

正親学区は、人口約 4,000 人のうち 75 歳以上高齢者が約 500 人に及び、高齢化の進展が著し

い。また、学区内には、せいしん幼児園（園児数約 230 人）、正親小学校（児童数約 150 人）が

あり、災害時には、地域が関係機関と連携した避難・救出救護活動を迅速かつ冷静に対応する必

要がある。 

一方、京都市内で「優先的に防災まちづくりを進める地区」に指定されている正親学区は、平

成 27 年度から、災害につよいまちを目指し、京都市や専門家と連携のもとで「防災まちづくり」

に取り組んでいる。これまで、「防災まちあるき」や住民ワークショップを開催し、袋路の緊急

避難経路の整備や路地始端部の整備、老朽建築物の除却など、災害時の被害を最小限に抑えるハ

ード整備を進めてきた。 

平成２９年度に『正親防災まちづくり計画』を取りまとめ、空き家等対策に取り組むことを基

本方針の一つとして掲げ、平成３０年度から、学区と町内会、専門家、行政等が連携して、空き

家の外観調査や所有者調査、空き家の情報の把握・管理の取組を開始した。調査の結果、路地奥

を中心として、再建築不可の老朽化した空き家等が見られ、倒壊の危険性など周囲への悪影響が

懸念されているとともに、学区住民から信頼を置かれている学区（住民福祉協議会）が中心とな

った空き家等の活用に向けた取組が期待されている。 

【目的】 

本事業では、路地奥を中心に発生している老朽空き家への対応、活用可能性のある空き家の利

活用に向けて、正親学区の空き家対策の担い手となる「NPO 法人（仮称）あきや・まちづくり・

せいしん」を設立する。また、NPO 法人の構成員となる各主体や町内会等の人材育成を通じて、

学区住民や空き家所有者等に寄り添い、住まい相談、空き家化の予防、空き家の適正管理、学生

や子育て世帯の住まい・高齢者の居場所づくり等としての空き家の活用等の仕組みを整え、子ど

もから高齢者まで全ての住民が安全・安心にいつまでも住み続けられるにぎわい・活気のあるま

ちの形成を目指す。 

更に、このプロジェクトを通じて、路地の暮らしや文化、京町家が織りなす固有の景観など、

災害に強く、地域固有の街並みや暮らしを後世に継ぐとともに、他学区に対して京都固有の学区

（元学区）が中心となった空き家対策の取組の更なる波及を目指す。 
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２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

事業の概要と手順は以下のとおり。 

表１ 実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 取組フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

① 「ＮＰＯ法人（仮称）あきや・まちづくり・せいしん」設立準備

①
「ＮＰＯ法人（仮称）あきや・まちづくり・せいしん」説明会、設立
総会

★ ★

① 人材育成講習会（４回に分けて開催）

② 各種専門家や活動団体等とのネットワークづくり

③ 空き家所有者等への寄り添い・コーディネート（利活用の提案等）

③ 学区住民への寄り添い・コーディネート（相談会等） ★ ★ ★ ★ ★ ★ ☆

③ 学区住民への寄り添い・コーディネート（相続登記促進モデル取組）

③ 学生・子育て世帯への寄り添い・コーディネート（大学連携）

④ 学区（元学区）が取り組む空き家対策ハンドブック製作

令和元年度
事業項目 具体的な取組内容

説明会 設立

 
通常期 予備期 空き家 

提案 

対策

実施 

対応 

準備

相談 

対応

空き家ステージ 

取組ステップ 

④空き家所有
者等への寄り
添い・コーデ

ィネート 
⑤学区住民への寄り添い・コーディネート 
⑥利活用希望者等への寄り添い・コーディネート 

①地域に信頼される空き家対策の母体の設立 
②学区住民とＮＰＯ団体を繋ぐ人材育成 

③各種専門家や活動団体等とのネットワークの構築 
⑦空き家対策ハンドブックの作成 
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表２ 各取組の業務役割分担表 

 

取組内容 具体的な内容（小項目） 担当者（組織名） 業務内容 

①地域に信頼

される空き

家対策の母

体の設立 

 

設立に向けた企画、調

整 

 

正親住民福祉協議会 

・空き家対策の母体の設立メン

バーの検討・依頼、事業計画・

資金計画等の検討 

設立申請書類の検討、

作成 

株式会社サンワコン ・NPO 設立申請に向けた申請書

類の検討、作成 

②学区住民と

NPO 法人を繋

ぐ人材育成 

説明会運営 正親住民福祉協議会 ・当日の説明会の運営 

説明会企画、資料作成 株式会社サンワコン ・説明会の企画、説明資料の作

成 

説明会での説明（講師） エステイト信（専門

家）等 

・空き家対策の内容、各種団体

長の役割の説明 

説明会での説明（講師） 京都市まち再生・創造

推進室 

・京都市における空き家対策の

取組の説明 

③各種専門家

や活動団体

等とのネッ

トワークの

構築 

各種専門家や活動団体

等とのネットワークづ

くり 

正親住民福祉協議会 ・建築や不動産の専門家、大学、

銀行、社会福祉協議会、幼児

園等とのネットワークづくり

④空き家所有

者等への寄

り添い・コー

ディネート 

相談対応 正親住民福祉協議会 ・相談者からの相談対応 

相談対応 株式会社サンワコン ・相談者からの相談対応 

物件調査や改修等の提

案 

仙石建設株式会社 ・相談者からの相談対応 

⑤学区住民へ

の寄り添

い・コーディ

ネート 

相談会の企画 正親住民福祉協議会 ・空き家相談会の企画を検討 

相談対応 木村孝（司法書士、行

政書士） 

・相談者からの相談対応 

⑥利活用希望

者等への寄

り添い・コー

ディネート 

大学との協議 正親住民福祉協議会 ・正親学区での暮らしを望む学

生とのつながりづくり 

子育て世帯との協議 正親住民福祉協議会 ・正親学区での暮らしを望む子

育て世帯とのつながりづくり

大学や子育て世帯の住

まいとしての利活用コ

ーディネート 

木村孝（司法書士、行

政書士） 

・学生の住まいや子育て世帯と

して空き家の利活用をコーデ

ィネート 

⑦空き家対策

ハンドブッ

クの作成 

ハンドブックの作成 株式会社サンワコン ・学区住民や空き家所有者等と

信頼関係がある学区による主

体的に空き家対策の進め方等

を取りまとめる 
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（２）事業の取組詳細 

①地域に信頼される空き家対策の母体の設立 

学区の空き家対策の母体として、これまで学区の福祉の取組を中心となって推進してきた正親

住民福祉協議会と連携する形で NPO 法人の設立に取り組んだ。 

NPO 法人の設立に当たっては、正親住民福祉協議会の構成員が中心となって今後の空き家対策

の担い手となるメンバー候補を選定し、NPO 法人設立の説明や賛同の呼び掛けを行い、令和元年

９月 27 日に設立総会を行った。その後、令和元年 10 月 31 日付で申請を行い、令和２年１月 10

日に京都市から認可を受け、1 月 17 日に法人登記を行った。また、2 月 11 日には、学区への報

告とは別に、京都市全体を対象として設立報告会を行った。 

図２ NPO 法人の位置付けイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ NPO 法人設立経緯 

年 月 日 内  容 

令和元年９月 27 日 設立総会 

令和元年 10 月 31 日 京都市へ認可申請 

令和２年１月 10 日 京都市の認可、登記の申請 

令和２年１月 10 日 学区への報告（設立報告会） 

令和２年１月 17 日 法人登記の完了 

令和２年１月 21 日 法人番号指定通知 

令和２年２月 11 日 NPO 法人設立報告会 

 

正親住⺠
福祉協議会空き家

所有者等 学生、子
育て世帯

（利活用希
望者）

学区住民

（500名を
超える後期
高齢者等）

「あきや・まちづくり・せいしんサポーター」
専門家、建築・不動産関係事業者、大学、

銀行、社会福祉協議会、幼児園等

ＮＰＯ法人
あきや・

まちづくり・
せいしん

町内
会等

人材
育成

構成員 として参画

京都市、上京区
連携
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図３ 製作した NPO 法人のリーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ NPO 法人設立報告会次第          写真１ 設立報告会 
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②学区住民と NPO 法人を繋ぐ人材育成 

空家所有者等の悩みは多岐に及び、様々な方が連携しないと、空家問題も解決していかないた

め、学区住民や空き家所有者等と NPO 法人を繋ぐ人材を目指し、各種団体長や町内会長、自主防

災会、民生員や老人福祉委員への説明会・学習会を開催し、空き家対策の必要性や主体ごとの役

割、市の支援事業など、空き家対策に関する知識向上や意識醸成を図った。 

図５ 人材育成講座の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に、正親学区では平成２７年度から「防災まちづくり」に取り組んでおり、『正親学区防災

まちづくり計画』において災害に強いまちづくりに向けた取組方針の一つとして空き家対策を掲

げ、「一人ひとり」、「町内会（町内会長・防災部長）」、「学区（防災まちづくり委員会等）」の主

体ごとの役割や具体的な取組を再確認した。 

図６ 人材育成のポイント①（主体事の役割や具体的な取組等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４回に分け
て開催
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また、正親学区では、35 町内会と連携をする形で、「京都市地域連携型空き家活用推進事業」

に４年間を掛けて取り組んでおり、現在の進捗状況の確認（現在は２年目）と、主体的な協力意

識の醸成を図った。 

図７ 人材育成のポイント②（京都市地域連携型空き家活用推進事業の進捗状況） 
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③空き家・相続・登記相談会の開催（各種専門家や活動団体等とのネットワークの構築、空き家

所有者等への寄り添い・コーディネート、学区住民への寄り添い・コーディネート） 

各種専門家等と連携した空き家所有者等や学区住民を対象とした相談会として、司法書士・行

政書士の方と連携して、学区の住民のみなさんの悩み・相談に応える無料の相談会を毎月開催し

た。なお、開催に当たっては、高齢者が気軽に相談しやすいよう、正親住民福祉協議会が取り組

んでいる焼き芋会と健康麻雀倶楽部と同日開催とした。 

写真２ 相談会の様子（左：相談の状況、右：同日開催の焼き芋会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談会の開催に当たっては、相談会のリーフレットを作成し、全戸配布のもとで、積極的な参

加を呼び掛けた。 

図８ 「空き家・相続・登記相談会」リーフレット（全戸配布） 
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④空き家所有者等への寄り添い・コーディネート 

平成３０年度から取り組んでいる「地域連携型空き家活用促進事業」で把握した空き家所有者

等を対象として、空き家所有者等が抱える様々な事業や意向を確認するアンケート調査を企画・

実施した。アンケート調査票については、空き家所有者等と繋がることが最大の目的であるため、

回答率が向上するよう、必要最低限の設問項目に留めた。 

図９ 空き家所有者等へのアンケート調査の対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 空き家所有者等へのアンケート調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良い

3軒普通

4軒

空き家の

管理状況

（計7軒）

京都市に報告
（適正管理を依頼）

非常に良い

２軒

普通

６軒

悪い

２軒

非常に悪い

３軒

空き家の

管理状況

（計13軒）

平成30年度調査 令和元年度調査

登記による所有者調
査→アンケート送付
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（３）成果 

①地域に信頼される空き家対策の母体の設立 

空き家化の予防や空き家の利活用、大学と連携した取組の中での留学生への対応などを見据え、

正親住民福祉協議会のメンバーをはじめ、住職、元銀行員、翻訳家、市会議員などを理事として

迎える形で「NPO 法人あきや・まちづくり・せいしん」を設立することができた。 

具体的な事業としては、各理事が専門的な能力や経験を発揮しながら、多様な空き家対策を進

めていけるよう、相続等に関する相談会や、空き家所有者等に対する利活用の提案や適正管理の

呼び掛け、地域への情報発信等に取り組んでいく。 

 

表４ NPO 法人の概要 

項  目 内  容 

活動の目的 

・学区住民や空き家所有者等に対して、住まい相談、空き家化の予防、空

き家の適正管理、空き家の活用等に関する事業を行い、安全・安心にい

つまでも住み続けられるにぎわい・活気のあるまちの形成に寄与するこ

とを目的とする。 

特定非営利活動の 

対象 

・保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

・社会教育の推進を図る活動 

・まちづくりの推進を図る活動 

・学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

・環境の保全を図る活動 

・子どもの健全育成を図る活動 

・前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は

援助の活動 

具体的な事業 

・学区住民等に対する相続等に関する相談会の開催 

・空き家所有者等に対する空き家活用の意向確認や利活用提案 

・空き家所有者等に対する空き家の適正管理の呼び掛け、見守りサービス

の提案 

・空き家に係る相談の呼び掛け、正親だより等を活用した情報発信 

役員構成 

・役員：11 名（理事長 1 名、副理事長 2 名、監査 3 名） 

・住民福祉協議会、住職、元銀行員、翻訳家、まちづくり専門家、会計事

務所主宰等 

事業年度 ・毎年３月１日～翌年２月末日 

設立当初の 

入会金及び会費 

・正会員会費   １０，０００円 

・賛助会員入会金 一口１０，０００円（一口以上） 

  賛助会員会費  一口１，０００円（一口以上） 
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また、地域が取り組む空き家対策の NPO 法人設立に関して、マスコミと連携することで、広く

市域に情報発信することができた。 

図 11 NPO 法人設立に関する報道記事（令和２年２月１９日京都新聞） 
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②学区住民と NPO 法人を繋ぐ人材育成 

今年度、NPO 法人の設立に向けた取組と連携を図りながら、各種団体長や町内会長、自主防災

会、民生員や老人福祉委員への説明会・学習会を計画的に開催することができた。説明会・学習

会では、京都市のほか、まちづくりの専門家や建築・不動産の専門家による説明や意見交換等に

より、空き家対策の必要性や主体ごとの役割、市の支援事業などを分かりやすく伝えることがで

きた。 

 

③空き家・相続・登記相談会の開催（各種専門家や活動団体等とのネットワークの構築、空き家

所有者等への寄り添い・コーディネート、学区住民への寄り添い・コーディネート） 

各種専門家等と連携した空き家所有者等や学区住民を対象とした相談会として、司法書士・行

政書士の方と連携して、学区の住民のみなさんの悩み・相談に応える無料の相談会を毎月開催し

たところ、９月から２月まで計６回開催し、計１４名の方が相談に来られた。 

登記の相談に来られた学区住民に対しては、モデル的な取組として未登記の問題解決に取り組

むとともに、家屋を継承する方がおられない住民の方からは、今後の家の在り方を考えるきっか

けになったとお礼を頂き、高い評価を得た。 

表５ 相談会の参加者状況 

年 月 日 相 談 者 相談内容 場  所 備  考 

令和元年 
9 月 28 日(土) 

T 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

I 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

K 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

M 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

H 氏 ・相続予定の空き家について 等 正親福祉会館  

令和元年 
10 月 26 日(土) 

K 氏 ・自宅の相続、登記について 等 正親福祉会館  

T 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

U 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

N 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

令和元年 
11 月 30 日(土) 

T 氏 ・所有する空き家について 等 正親福祉会館  

I 氏 ・自宅の相続、登記について 等 正親福祉会館 2 回目 

令和元年 
12 月 21 日(土) 

F 氏 ・相続登記について     等 正親福祉会館  

令和２年 
1 月 25 日(土) 

M 氏 ・自宅の相続、登記について 等 正親福祉会館  

令和２年 
２月 22 日(土) 

F 氏 ・自宅の相続、登記について 等 正親福祉会館  

※相談者名は非公開のため、取扱注意 
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④空き家所有者等への寄り添い・コーディネート 

「空き家・相続・登記」相談会や空き家所有者等へのアンケート調査により、４名の方に提案

する具体的な改修プランの検討を行った。実際の活用には至っていないが、具体的な空き家所有

者等とのネットワークを構築することができた。 

図 12 空き家所有者等の意向を踏まえた改修プランの検討（例） 
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⑤「空き家対策ハンドブック」 

住民一人ひとりが空き家問題を自分事として捉え、地域が一丸となって空き家対策に取り組ん

でいけるよう、「空き家対策ハンドブック」を制作した。制作に当たっては、正親住民福祉協議

会や NPO 法人のメンバーが中心となって議論を重ね、住民目線で分かりやすく取りまとめた。 

図 13 「空き家対策ハンドブック」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 

３．評価と課題 

①地域に信頼される空き家対策の母体の設立 

正親住民福祉協議会と連携を図る形で空き家対策を進めていく母体として、「NPO 法人あきや・

まちづくり・せいしん」を設立したが、構成メンバーとして、住民福祉協議会のメンバーはもち

ろんのこと、住職、元銀行員、翻訳家、市会議員、会計事務所主宰、社会福祉協議会、まちづく

り専門家など、多様な専門的な能力や知識、経験を有するメンバーを理事として迎えることがで

きた。 

当法人は、設立段階であるため、今後は、空き家所有者や住民、利活用希望者に寄り添う具体

的な空き家対策の実践と積極的な広報などを通じて、正親住民福祉協議会と同様、地域に信頼さ

れる組織として成長していく必要がある。また、建築や不動産関係の事業者、大学、銀行、幼児

園など、様々な主体が NPO 法人と連携できる具体的な取組を検討・実践していく必要がある。 

②学区住民と NPO 法人を繋ぐ人材育成 

今年度、各種団体長をはじめ、各町内会長や防災部長、民生児童委員や老人福祉委員を対象と

した説明会・勉強会を開催したが、住民と最も近い関係にある町内会長や防災部長は、各町にお

いて毎年変わるため、継続した説明会・勉強会が必要である。毎年、繰り返し開催する必要があ

るデメリットの一方、住民や空き家所有者等に寄り添う人材を一人でも多く育成できるメリット

もあるため、引き続き、住民や空き家所有者等と NPO 法人を繋ぐ人材に必要となる知識やノウハ

ウの向上につながる講習会に取り組むことが重要である。 

③各種専門家や活動団体等とのネットワークの構築 

今年度は、京都市や上京区に加え、「空き家・相続・登記」相談会当における司法書士・行政

書士、空き家所有者等への利活用プラン検討等における建築や不動産の専門家、各大学などとの

ネットワークを構築することができた。今後は、こうしたネットワークを活かしつつ、銀行や幼

児園、社会福祉協議会、福祉事業所など、空き家の予防から利活用、管理不全空き家の対応等ま

で、広く空き家対策に対応できるネットワークづくりを進めていく必要がある。 

④空き家所有者等への寄り添い・コーディネート 

「空き家・相続・登記」相談会や空き家所有者等へのアンケート調査により、４軒の空き家改

修プランの検討に繋がったが、具体的な活用には至っていない。空き家の利活用等にはタイミン

グの問題も重要なファクターとなるため、引き続き、空き家所有者等への寄り添いを継続すると

ともに、遠方にお住まいの空き家所有者等に対する空き家見守りサービスの提案など、将来的な

空き家等の利活用や除却等に繋がる信頼関係の構築に取り組んでいく必要がある。 

⑤学区住民への寄り添い・コーディネート 

今年度に実施した「空き家・相続・登記」相談会は、利用者や住民から高い評価を得ており、

継続していくことが望まれる、また、一人暮らし高齢者世帯などを対象として、司法書士と連携

して相続登記促進に向けたモデル取組を実施していく必要がある。 

⑥学生や子育て世帯などの空き家活用に向けた寄り添い・コーディネート 

今年度、３大学と留学生の寮としての活用を中心に意見交換を実施したが、留学生の寮として

の空き家の活用は、留学先の国や大学との関係などもあり、現実的に難しい状況であることが分

かった。その一方、短期留学や職員などの住まい等としての利活用には検討の余地があるため、

引き続き、大学との意見交換等を粘り強く進めていく必要がある。また、子育て世帯とのネット

ワークづくりも継続していく必要がある。 

⑦学区（元学区）が取り組む空き家対策ハンドブックの作成 

地域が中心となった空き家等対策の必要性を整理した空き家対策ハンドブックを活用しなが

ら、周辺の学区等から広く情報発信していく必要がある。 
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４．今後の展開 

①住民、空き家等所有者、利活用希望者に寄り添う空き家対策の更なる推進 

一つひとつの空家ごとに、空家になった理由も違えば、所有者意向も様々であり、空家の問題

は、空家問題への興味や関心の惹起など、学区全体や京都市全体で取り組むこともあるが、丁寧

に、信頼される主体・組織が一つひとつの空き家にきちんと対応することが重要である。 

京都には元学区が番組小学校をつくるなど、地域が連携して物事を進めていく歴史があり、正

親住民福祉協議会は、そうした素地のもとで、これまで、福祉面から住民の生活を支えてきた。

こうした背景をもとに、「NPO 法人あきや・まちづくり・せいしん」では、一人ひとりの空家所有

者、一人ひとりの住民、一人ひとりの利活用希望者に寄り添い、空き家対策を継続していく。 

②「防災まちづくり」との更なる連携 

正親学区には１００本近くの路地があり、建て替えが難しい路地も多く、老朽化した空き家が

見られる路地奥がある。正親学区では、災害が起こる前から災害に強いまちをつくる「防災まち

づくり」の取組を平成２７年度から進めており、引き続き、「防災まちづくり」の観点から、様々

な主体と連携を図りながら、空き家対策を進めていく。 

また、正親小学校でも、総合学習の時間を活用した「防災まちづくり学習」が進められており、

名前のない路地に愛称を付け、路地銘板を設置する取組を精力的に進められている。こうした取

組とも連携し、あらゆる世代が主体的に取り組んでいける空き家対策を進めていく。 

③「空き家・相続・登記」相談会の継続 

今年度に実施した「空き家・相続・登記」相談会は、住民に高い評価を得ており、継続した取

組が期待されている。75 歳以上の高齢者が 500 名を超え、未登記の家屋が多く存在している背景

を踏まえ、相談会だけでなく、空き家化の予防や空き家問題の長期化を防止する観点から、登記

を促進する勉強会等の開催も検討していく。 

④大学生や子育て世帯とのネットワークづくり 

正親学区の周囲には、同志社大学をはじめとする数多くの大学があり、留学生を対象とした空

き家の利活用は幾つかのハードルがあるものの、大学との連携は、空き家の利活用の視点からは

重要となっている。子育て世帯を含め、空き家の利活用の観点から、利活用希望者とのネットワ

ークづくりを継続的に進めていく。 

⑤近隣学区への波及、連携した取組の推進 

正親学区は、路地や建物が密集する西陣地域のほぼ中央に当たり、京都市において「優先的に

防災まちづくりを進める地区」に指定されている。隣接する学区においても、同様の町並みが形

成されており、路地奥を中心に空き家も多く見られる状況となっている。 

こうしたことから、今後は、隣接学区と連携し、「空き家・相続・登記」相談会の対象を隣接

する学区も対象に開催するなど、学区が中心となった空き家対策を上京区、ひいては京都市全体

に広く波及させていく。 
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